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今回、営業所技術者等の現場専任を要する工事への配置という建設業法に違反す

る事実がありましたので、その原因と今後の改善策について次のとおり報告いたし

ます。 

なお、今後は建設業法を遵守することを確約いたします。 

 

記 

 

原 因 

（ 事 実を率 直 に記入 す る。）  

 

 

 

今 後 の改善 策 

（ 実 施 可能か つ 具体 的 な改善 策 を記入 する。）  
 
 

 

 

 ※  今 回確 認 申し上 げ た件に ついて 、御社で 事 実関係 をご確 認 いた 

だ き、建 設 業法違 反 の事 実 がある 場 合に本 様式を 作 成願い ます。  

※  本 様式 は 【記載 例 】で す 。様 式 デ ータは 監 理課ホ ームペ ー ジの 

様 式 デー タ ダウン ロ ード ペ ージに あ ります 。 

※ ２部作 成 して提 出 してく ださい。  

※  ５年以 内 に同様 の 違反を された 場 合は 、監 督処 分 の対象 と なる 

可 能 性が あ ります の でご 注 意くだ さ い（監 督処分 は 裏面参 照）。  

  

【改善策 の記載 例 】 

・ 必 要 書類一 覧 表を事 務所の よ く見え る場所 へ 貼り出 す。  

・ 年 に １回（ 決 算月） に、建 設 業法社 内研修 会 を開催 する。  

・ 業 務 改善報 告 書の写 しを全 役 員及び 全社員 に 配布す る。  

営業所技術者等の専任工事への配置 



 
 

 
 

⾏政指導 

３７ 

※以下は、国土交通省中国地方整備局が作成した「建設業法に基づく適正な施工体制についてＱ＆Ａ」(平成31年3月改訂版)の一部です。 

 

 
 

建設業者が建設業法や関係する他法令に違反している場合、以下のように“監督処分”や“⾏政指 導”が⾏わ

れる場合があります。 （建設業法第28条、第29条、第41条） 

 

 

建設業者が建設業法や⼊札契約適正化法などの法令に違反すると、建設業法の監督処分の対象になります。 監督処分には、

指⽰処分、営業停⽌処分、許可の取消処分の３種類があります。 また、建設業法の監督処分以外に、国や地⽅公共団体等

の発注者による指名停⽌措置などを受けることがあります。 

 

指⽰処分 （建設業法第28条第1項、第2項） 

建設業者が建設業法に違反すると、監督⾏政庁の指⽰処分の対象になります。指⽰処分とは、法令や不適正な事実を 是正する

ために企業がどのようなことをしなければならないか、監督⾏政庁が命令するものです。 

 

営業停⽌処分 （建設業法第28条第3項、第5項） 

建設業者が指⽰処分に従わないときには、監督⾏政庁による営業停⽌処分の対象になります。 また、⼀括下請禁⽌

規定の違反や独占禁⽌法、刑法などの他法令に違反した場合などには、指⽰処分なしで直接営業 

停⽌処分がかけられることがあります。営業の停⽌期間は１年以内で監督⾏政庁が判断して決定します。 
 

許可取消処分 （建設業法第29条） 

不正⼿段で建設業の許可を受けたり、営業停⽌処分に違反して営業したりすると監督⾏政庁によって、建設業の許可の取 り消

しがなされます。⼀括下請禁⽌規定の違反や独占禁⽌法、刑法などの他法令に違反した場合などで、情状が特に重いと 判断さ

れると指⽰処分や営業停⽌処分なしで、即、許可取消処分となります。 
 

監督処分の公表 （建設業法第29条の5第1項） 

監督⾏政庁は、建設業者に対して営業停⽌処分や許可取消処分を⾏ったときは、その旨を官報や公報で公告しなければ ならないこと

とされています。 

これは、このような建設業者と新たな取引関係に⼊ろうとする者に、その処分に関する情報を提供するためです。 また、国⼟

交通省では、所管の事業者等の過去の⾏政処分歴を検索できるサイトを公開し、建設業者についても次のサイ 

トにおいて、監督処分情報を公表しています。 

「建設業者の不正⾏為等に関する情報交換コラボレーションシステム」 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/const/kengyo/collaboration/ 

 

（建設業法第41条第1項） 

監督⾏政庁は建設⼯事の適正な施⼯を確保し、⼜は建設業の健全な発達を図るために必要な“指導”、“助⾔”及び“勧 告”を⾏う

ことができます。 建設業者の不適法な⾏為等で、建設業法第28条第１項や第２項の規定による指⽰処分を⾏うに⾄らない軽微

なものに ついても対象になります。 
 

 
 

 

 

参考（「指名停⽌」とは） 指名停⽌措置とは、国や地⽅公共団体等の発注者が競争⼊札参加資格を認

めた建設業者に対して、⼀ 定期間その発注者が発注する建設⼯事の競争⼊札に参加させないとするものです

。これは、会計法や地⽅⾃ 治法の運⽤として、国や地⽅公共団体等の各発注者が⾏う⾏政上の措置であり、

建設業法の監督処分とは 異なるものです。 
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建設業法に違反すると 

監督処分 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/const/kengyo/collaboration/

